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研究成果の概要（和文）：干潟を含む沿岸湿地再生には、長期的な維持管理の投資が必要であり、干潟の生物個
体数増加など現在主流となっている自然科学的データのみでなく、事業への住民認識に注目した社会学的研究や
評価が望まれている。干潟再生事業を持つ地域住民のリスク・ベネフィット認識調査、そして同様な方式 (農地
へ海水導入)で行われる事業のコミュニケーション、及び合意形成過程の課題を国際的に比較する研究は世界的
にも稀となった。ベネフィット・リスクの要素分析においては、特に①「個人のリスク・ベネフィット認識と社
会のリスク・ベネフィット認識の相違」、②「リスクに関わる権限と非対称性」、③「干潟環境の意義づけ」に
着目しながら行った。

研究成果の概要（英文）：It is important to investigate and understand fully what is desirable in the
 “restoration” of nature; the shared meaning of restoration projects, not only the benefits but 
also the risks,and any concerns created by restoration projects; and consensus building processes. 
This was a research project which considered citizens’ risk and benefit perceptions towards tidal 
flat restoration projects, communications about projects that share similar restoration methods, and
 a comparison of issues related to consensus building in restoration projects.

This research project aims to understand from an international perspective: ① Perceptions of risk, 
benefit, and “fairness” among citizens towards tidal flat restoration projects; ② Elements that 
influence citizens’ risk and benefit perceptions over time; ③ Possible relationships between 
environmental communication practices by project contractors and citizens. 

研究分野： 環境社会学

キーワード： 住民認識　自然再生　干潟　環境リスク・コミュニケーション　合意形成　リスク・ベネフィット

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
以上の目的のために、イギリス、マレーシア、日本で調査を行い、初期分析報告書を3冊発行した。また平成30
年度は、研究最終年として以下のデータのまとめを行い、5月には三重県志摩市にて「干潟・海辺の再生とまち
づくり国際シンポジウム」を開催した。各国のサイトより実践者と研究者を迎え、また日本各地から研究者や干
潟再生実践者が集まる会議となった。環境社会学の視点からとらえる干潟再生の社会的認識の要素に関して、多
様な選択肢を与えることができた。現在、本研究結果の内容をまとめた書籍の出版準備を行っている。また、本
研究から派生した国際共同研究がイギリスではじまっている。
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１． 研究開始当初の背景 

沿岸湿地の一つである干潟は、熱帯雨林に匹敵する生物多様性及び生物生産性を保つ場所であり、魚
や貝を始めとする食料のみでなく、水質浄化、洪水及び津波からの被害軽減など様々な生態系サービスを
提供している。一方でその価値認識は社会的に十分に高まっているとは言えず、過去100年間で世界の約
60%以上の干潟が失われ (Ramsar2008)、高度経済成長期におけるわが国でも急速に干潟が都市化・農地化
のために埋め立て・干拓された (環境省 2010)。近年、上記のような干潟の重要性の理解の高まりや地球温
暖化対策の一環（人工的に海岸線を後退）、魚貝類の資源確保等のために国内外で干潟再生事業が急速に実
践されている (山本 2007, 国分2012)。しかし、干潟再生事業は土地利用改変など社会的衝突が起こりやす
く、望まれる「再生」の姿や、再生事業の意義づけが社会的に共有されていること、またベネフィットのみ
でなく干潟を再生することにより起こり得るリスク（水辺が家に近くなる等）や心理的な不安（防波堤な
ど現在あるものを壊す、又は変化への抵抗等）、合意形成過程についても十分に理解・検討される必要があ
る（世界生態再生学会 2010）。 
 
２． 研究の目的 

本研究の目的は、研究代表者らが行った日本、イギリス、オランダ、マレーシアの干潟再生事業直近
住民のリスク・ベネフィット認識調査（科研費若手研究 B：23710056）を空間的、時間的に発展させるもの
である。研究目的は、①干潟再生事業に対する住民のリスク・ベネフィット・「公平性」の認識（受益・受
苦圏のぞんざいとその認識）、②時間経過と共に住民のリスク・ベネフィット認識を変化させている要因、
及び③事業実施者の環境コミュニケーション実践とリスク・ベネフィット・公平性認識の関係性、を国際
的に解明することであった。これらの結果をもとに、住民のリスク・ベネフィット認識に配慮した包括的
かつ住民に「公正」と判断される環境コミュニケーションを形作る要素を整理し、それらを体系化した環
境コミュニケーション・モデルを構築することであった。 

 
３．研究の方法 

本研究のケーススタディーサイトは3カ国であった。データ収集方法は、1）様々なステークホルダー
が受け取り、又は発信している再生事業についての情報の収集と内容分析(ディスコース分析)、及び研究チ
ームが得意とする2）詳細なインタビュ―（In-depth interview、個人・グループ）、3）質問表調査を中核に据
えた。ベースとする理論は、環境リスク論（特にリスク・コミュニケーション分野）、環境正義論（主に受
苦圏・受益圏論）、及び知識論であるが、新たに浮かび上がってくるパターンや理論についても取り入れて
いく姿勢で研究に臨んだ。ベネフィット・リスクの要素分析においては、特に「個人のリスク・ベネフィッ
ト認識と社会のリスク・ベネフィット認識の相違」、「リスクに関わる権限と非対称性」（地理的・権力的）、
「干潟環境の意義づけ」（どの「自然」を取り戻すべきか）に着目しながら行った。 
 
４．研究成果 

以上の目的のために、イギリス、マレーシア、日本で調査を行い、初期分析報告書を3冊発行した。ま
た平成30年度は、研究最終年として以下のデータのまとめを行い、5月には三重県志摩市にて「干潟・海辺
の再生とまちづくり国際シンポジウム」を開催した。各国のサイトより実践者と研究者を迎え、また日本
各地から研究者や干潟再生実践者が集まる会議となった。環境社会学の視点からとらえる干潟再生の社会
的認識の要素に関して、多様な選択肢を与えることができた。 

干潟を含む沿岸湿地再生には、長期的な維持管理の投資が必要であり、干潟の生物個体数増加など現
在主流となっている自然科学的データのみでなく、事業への住民認識に注目した社会学的研究や評価が望
まれている。干潟再生事業を持つ地域住民のリスク・ベネフィット認識調査、そして同様な方式 (農地へ海
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水導入)で行われる事業のコミュニケーション、及び合意形成過程の課題を国際的に比較する研究は世界的
にも稀となった。ベネフィット・リスクの要素分析においては、特に「個人のリスク・ベネフィット認識と
社会のリスク・ベネフィット認識の相違」、「リスクに関わる権限と非対称性」、「干潟環境の意義づけ」（ど
の「自然」を取り戻すべきか）の違いが再生事業の評価に影響することが分かった。 

現在、本研究結果の内容をまとめた書籍の出版準備を行っており、また、本研究から派生した国際共
同研究がイギリスで始まっている。 
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